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Ⅰ 計画策定の趣旨 

１ 名寄市立小中学校施設整備計画の位置づけ 

学校施設は、子どもたちにとって一日の大半を過ごす学習と生活の場であり、学校教育活動を

実践するための基本的な教育条件です。名寄市学校教育推進計画に示されている「生きる力を育

てる教育の推進」「信頼される学校づくりの推進」にふさわしい充実した教育活動を推進するた

め、安全性と防災力を備えた高機能かつ多機能な施設環境を整え、防犯や衛生面に配慮した、快

適で安全・安心な施設でなければなりません。また学校施設は、地域住民にとって身近で生涯に

わたる学習、文化・スポーツなどの活動の場として活用される地域コミュニティの拠点であると

ともに、災害時には指定緊急避難場所として利用される重要な役割を担っています。 

国の義務教育諸学校等施設の整備に関する施設整備基本方針、義務教育諸学校等施設の整備に

関する施設整備基本計画及び学校施設整備指針を踏まえ、本計画において計画的な施設整備の考

え方や進め方を示します。 

(1)本計画は、名寄市総合計画(第 2 次)の施策体系に基づく個別計画として策定します。 

  (2)義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律に基づき市町村が作成し、国に提出す

る｢公立学校等施設整備計画｣の基本となる計画とします。 

【計画の構成】 

                            義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律(H27 年 7 月一部改正) 

  学校施設整備指針            公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する施設整備基本方針 

 (学校教育を進め 

 るうえで必要な施 

  設機能を確保する        国庫負担事業  公立の義務教育諸学校等施設の整備に関する施設整備基本計画 

   ための計画・設計          (統合校の新築 

 の留意事項）        ・教室不足の増     学校施設環境改善交付金事業 

                築)              (改築･耐震補強･大規模改造など)   

                                  

 

 

                    名寄市公立学校等施設整備計画 
             ※施設整備に係る交付金を得るため 

 国に提出する計画 

    

                            耐震化 

                              ＊耐震化優先度調査 

                              ＊耐震診断、耐力度調査 

                                維持保全                    維持管理 

                  ＊老朽･劣化調査 

                  ＊学校施設評価            中･長期的改良保全 

 

名寄市立小中学校施設整備計画 

学校施設環境改善交付金事業 

（改築・耐震補強・大規模改造 

 へき地教職員住宅など） 
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２ 計画期間 

本計画の期間は、平成 30 年度（2018）から平成 38 年度（2026）までの 9 年間とします。 

  

【関連諸計画】                             

 

28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028

地方自治法 名寄市総合計画（第２次）

耐震改修促進法 名寄市耐震改修促進計画（第２次）

名寄市公共施設等総合管理計画

名寄市立小中学校適正配置計画

名寄市立小中学校施設整備計画

耐震改修促進法 名寄市立小中学校施設耐震化計画

義務法第12条第4項 名寄市公立学校等施設整備計画

国 インフラ長寿命化基本計画

北海道 地震防災特別措置法 第５次地震防災緊急事業五箇年計画

名寄市防災会議 災害対策基本法 名寄市地域防災計画

策定主体 根拠法令・条例等 各種計画

計　画　期　間　(年度)

名寄市

名寄市教育委員会
（ 名寄市立小中学校施設整備計画に包含 ）

第2期第1期 第3期

前期 中期 後期
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Ⅱ 学校施設の現状と課題 

１ 学校施設の老朽化と耐震化 

名寄市の学校施設（小・中学校 12 校）の老朽化と耐震化の対応については、平成 27 年度に名

寄南小学校の校舎・屋内運動場の改築、名寄西小学校の校舎の増築、平成 28 年度には名寄東小

学校の校舎の大規模改修を実施し改善を図ってきました。また現在、風連中央小学校の校舎・屋

内運動場の改築を進めており平成 30 年度中に完成します。さらに風連下多寄小学校について

は、平成 30 年度末で閉校することが決定しています。 

これらの取り組み後においても、市内には建築後 30 年以上経過している学校施設が 6 校とな

り、さらには建築後 40 年以上経過している学校施設が 2 校あり、施設の老朽化・劣化などへの

対策や改築･改修等、早急に検討する必要があります。 

昭和 56 年以前の旧耐震基準により建築され、現在の耐震基準を満たしていないと思われる校

舎及び屋内運動場を有する学校が 4 校に 7 棟あり、全棟数 31 棟(12 校)のうち 23 パーセントを

占めています。その反面、昭和 57 年以降の新耐震基準により建築され耐震性が確保されている

学校施設は、12 校に 24 棟あり、耐震化率は 77 パーセントとなっています。※注 

改築･改修・耐震補強等が必要な学校施設は、12 校中で 4 校にあり、老朽・危険校舎の年次的

な改築・改修という視点からだけではなく、市の財政運営や後年に過大な負担を残さないという

観点から、学校施設の整備を効率的かつ計画的に進める必要があります。(⇒図 1、表 1) 

 

【図 1】 

【風連中央小の改築を反映】

風連中（校舎） 風連中央小（校舎）

風連中
（屋内運動場）

智恵文中（校舎） 下多寄小（校舎）
風連中央小
（屋内運動場）

名寄中（校舎） 名寄東中（校舎）
智恵文中
（屋内運動場）

名寄西小（校舎）
名寄西小
（校舎増設）

名寄中
（屋内運動場）

名寄東中
（屋内運動場）

中名寄小（校舎）
名寄西小
（屋内運動場）

名寄小（校舎） 名寄南小（校舎）

下多寄小
（屋内運動場）

智恵文小（校舎）
智恵文小
（屋内運動場）

中名寄小
（屋内運動場）

名寄東小（校舎）
名寄小
（屋内運動場）

名寄東小
（屋内運動場）

名寄南小
（屋内運動場）

経年 43年～47年 38年～42年 33年～37年 28年～32年 23年～27年 18年～22年 8年～17年 3年～7年 -1年～2年

建築年 S45年～S49年 S50年～S54年 S55年～S59年 S60年～H１年 H２年～H６年 H７年～H11年 H12年～H21年 H22年～H26年 H27年～H30年

昭和５６年以前の旧耐震基準により設計建築された施設

学校施設の建築年別・経年別状況

 

※注 風連中学校屋内運動場２棟は耐震診断実施し耐震性が確保されていると判定され、耐震性が確保されてい

る学校施設に含みます。 
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【表 1】 

（平成29年度名寄市公立学校等施設台帳に風連中央小の改築を反映）

№
学　　校　　名

(所在地)
経過年数

Ｈ30.1現在
台帳棟数 調査棟数

S57年以降

の建築棟数

S56年以前

の建築棟数
面積(㎡) 階数

耐震

基準
耐震診断等の実施状況

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 4,137 19

建築年月 平成１０年１０月

構　 造 鉄骨造 25 1,092 2

面積（㎡） 1,097 20 37 5 2

建築年月 平成９年２月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 7,193 1

建築年月 平成２８年３月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 1,108 1

建築年月 平成２８年３月

構　 造 鉄筋コンクリート造 16-1 2,589 3

面積（㎡） 3,660 27 16-2 921 2

建築年月 平成２年１０月 16-3 150 1

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 888 7

建築年月 平成２２年１２月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 3,664 24

建築年月 平成５年１０月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 202 1

建築年月 平成２８年２月

構　 造 鉄骨造 20-1 207 1

面積（㎡） 1,074 26 20-2 864 1

建築年月 平成３年１２月 22 3 1

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 793 30

建築年月 昭和６２年１２月

構　 造 鉄骨造 16 81 1

面積（㎡） 537 29 17 456 1

建築年月 昭和６３年１１月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 1,620 41

建築年月 昭和５１年１２月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 550 33

建築年月 昭和５９年１０月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 3,956 -1

建築年月 平成３０年１１月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 870 -1

建築年月 平成３０年１１月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 1,710 24

建築年月 平成５年２月

構　 造 鉄骨造 ● 15-1 401 1

面積（㎡） 465 43 15-2 3 1

15-3 3 1

23 58 1

構　 造 鉄筋コンクリート造 ◎ 24-1 2,381 3

面積（㎡） 6,163 ◎ 24-2 1,550 3

40～35 ◎ 25 1,844 2

26-2 16 2

27-2 22 2

1 1 1 30 350 1 新基準

構　 造 鉄骨造 ◎ 27-1 1,294 2

面積（㎡） 1,310 38 26-1 16 2

建築年月 昭和５４年９月

構　 造 鉄筋コンクリート造 1 ◎ 27 2,063 2

面積（㎡） 6,111 36 ◎ 28-1 1,981 3

建築年月 昭和５６年３月 ◎ 28-2 2,067 3

構　 造 鉄骨造 30 1,326 1

面積（㎡） 1,620 35 31 270 1

建築年月 昭和５７年１２月 29 24 1

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 1,387 31

建築年月 昭和６１年１２月

構　 造 鉄骨造 22 129 1

面積（㎡） 829 30 23 700 1

建築年月 昭和６２年１２月

構　 造 鉄筋コンクリート造 3-1 1,519 2

面積（㎡） 2,893 32～31 3-2 1,329 2

4 45 1

構　 造 鉄骨造 ◎ 1-1 310 1 耐震診断実施済（補強不要）

面積（㎡） 1,352 41～31 ◎ 1-2 966 1 耐震診断実施済（補強不要）

1-3 38 1

1-4 38 1

合　　　　　　　計 49 30 21 9 54,118

名寄市立小中学校の学校施設の概要

施設区分等(校舎・屋内運動場） 棟番号

1
名寄小学校

(名寄市西１条南１丁目２番地)

校
舎

1 1 1 36 4,137 3
新
基
準

屋
内
運

動
場 2 1 1

新
基
準

2
名寄南小学校

(名寄市西６条南１２丁目５５番地２)

校
舎

1 1 1 27 7,193 3
新
基
準

屋
内
運

動
場 1 1 1 28 1,108 2

新
基
準

3
名寄東小学校

(名寄市東３条南３丁目１１番地)

校
舎

3 1 1
新
基
準

屋
内
運

動
場 1 1 1 30 888 1

新
基
準

4
名寄西小学校

(名寄市西７条南１丁目１８番地)

校
舎

1 1 1 21 3,664 3
新
基
準

校

舎

(

増

築

） 1 1 1 29 202 2
新
基
準

屋
内
運

動
場 3 2 2

新
基
準

14 793 2
新
基
準

5
中名寄小学校

(名寄市字日彰２８５番地)

校
舎

1 1 1

屋
内
運

動
場 2 1 1

新
基
準

6
智恵文小学校

(名寄市字智恵文１２線南３番地)

校
舎

1 1 1 ● 23 1,620 2
旧
基
準

●耐震化優先度調査(H18年度)

屋
内
運

動
場 1 1 1 24 550 1

新
基
準

7
風連中央小学校

(名寄市風連町西町２０１番地)

校
舎

1 1 1 28 3,956 1
新
基
準

屋
内
運

動
場 1 1 1 29 870 1

新
基
準

8
風連下多寄小学校

(名寄市風連町字瑞生１５５８番地)

校
舎

1 1 1 22 1,710 2
新
基
準

屋
内
運
動

場

4 1 1
旧
基
準

●耐震化優先度調査(H18年度)

建築年月 昭和４９年１０月

9
名寄中学校

(名寄市字豊栄１０１番地１)

校
舎

5 2

屋
内
運

動
場 2 1

1 旧
基
準 ◎耐震診断実施済(耐震性なし)

建築年月
昭和５２年１２月～
昭和５７年１２月

1

1
旧
基
準

◎耐震診断実施済(耐震性なし)

10
名寄東中学校

(名寄市西２条北８丁目１番地３)

校
舎

3 2
旧
基
準

◎耐震診断実施済(耐震性なし)
1

屋
内
運

動
場 3 1 1

新
基
準

21 1,387 2
新
基
準

11
智恵文中学校

(名寄市字智恵文１１線北２番地)

校
舎

1 1 1

屋
内
運

動
場 2 1 1

新
基
準

12
風連中学校

(名寄市風連町新生町１６７番地)

校
舎

2 1 1

建築年月
昭和６０年１２月～
昭和６１年１２月

屋
内
運
動

場

4 2

建築後30年を経過している施
設

建築後40年を経過して
いる施設

新
基
準

2

● 耐震化優先度調査実施施設 ◎ 耐震診断実施済み

旧

基

準

建築年月
昭和５１年１２月～
昭和６１年１２月

新

基

準

 



 

 - 5 - 

改修
模様替え

清掃　・　運転
点検　・　保守
修繕　・　更新

保　全

維持管理 改良保全

　予防保全

計画的な点検に
よる修繕・更新

　事後保全

劣化・故障など
による修繕

２ 施設の維持管理と保全 

施設の保全の目的は、施設や設備などの不具合を早期に発見し、事故や損害を未然に防止して

施設や設備の性能を維持し、劣化を最小限に止め最適な運営状況を保つことにあります。 

建物や設備においては、重大な損傷や施設機能の停止などの危険性を排除し、施設の性能を維

持するために予防保全を重視する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校施設の維持費である光熱水費、修繕費、機械警備や除排雪の委託費などに施設に係る人件

費を合算した小中学校の維持管理経費を H19 年度から H28 年度までの推移で示すと図 2 のように

なります。     

小学校（11 校→8 校）では、H19 年度から H28 年度までの単年度平均で約 1 億 8 千万円となっ

ています。また、中学校(5 校→4 校)では、H19 年度から H28 年度までの単年度平均で約 9 千万

円となっています。 

既存の学校施設を長く有効に使い続けるためには、適切な維持管理と中･長期的な視点に立っ

た施設や設備の保全を計画的に行う必要があります。 

【図 2】 
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経
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円
）
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小中学校の維持管理経費の推移 小学校
中学校
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３ 児童生徒数の推移と小中学校の適正配置 

(1) 児童生徒数の推移と将来推計 

名寄市の昭和 60 年の総人口（旧名寄市と旧風連町の合計）は 40,796 人、小学校は 12 校で

学級数 118、児童数 3,851 人でした。同じく中学校は 5 校で学級数 49、生徒数 1,830 人で児童

生徒数の合計は 5,681 人でした。その後、人口の減少に伴い学校数、児童生徒数も減少し、平

成 29 年４月末現在では、総人口 28,083 人、小学校は学校数 8 校、学級数 55、児童数は 1,301

人、中学校は学校数 4 校、学級数 23、生徒数 675 人で、児童生徒数の合計は 1,976 人となり

ました。昭和 60 年と比較すると人口は約 68.8 パーセントになり、児童生徒数は約 34.8 パー

セントに減少しました。(⇒図 3、図 4) 

また、現在では学校の統廃合により学校数は昭和 60 年の約 71 パーセントに、学級数は約

47 パーセントになりました。昭和 60 年と平成 29 年を比較すると単純平均による１校当たり

の普通学級数は、小学校で 9.8 学級から 6.9 学級に、中学校で 9.8 学級から 5.8 学級になって

います。普通学級の１学級当たりの人数では、小学校で 32.6 人から 23.7 人に、中学校で

37.3 人から 29.3 人となり学校の小規模化が進みました。 

【図 3】                                

 

 【図 4】 
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名寄市で平成 27 年 10 月に策定した「名寄市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン」におけ

る人口推計では、人口及び児童生徒数が減少していく流れは継続するものと想定しています。

平成 29 年度の児童数は 1,301 人、生徒数 675 人であったものが、平成 52 年（2040 年）に

は、児童数 1,059 人、生徒数 525 人になるものと推計しています。さらに平成 72 年(2060 年)

の推計では、児童数 777 人、生徒数 397 人となっています。（⇒図 5） 

【図 5】  
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 (2) 名寄市立小中学校適正配置計画（第２期）との連動 

「名寄市立小中学校の適正規模及び適正配置に関する基本方針」は、「教育環境・教育内

容の保障と充実」と「学校施設の充実」の二つの柱を基本的理念としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     また、適正配置の基本的考え方として 

 

          【名寄市立小中学校の適正規模及び適正配置に関する基本方針より抜粋】 
＊計画的な取り組みと教育環境の保障＊ 

「学校の適正配置により将来にわたって児童生徒の教育環境や教育内容を可能な
限り充実し、保障していく計画的な取り組みを進めます。併せて効果的、効率的な
財政運営を踏まえ、学校施設の改築改修整備を進めます」 

＊学校施設の有効活用＊ 
「統合による既存校の施設の有効活用を図るとともに、廃校となる学校の建物や

土地については、市民の貴重な財産として市民要望等を踏まえ、幅広い観点で有効
活用を検討します」 

          【名寄市立小中学校の適正規模及び適正配置に関する基本方針より抜粋】 

教育環境・教育内容の保障と充実 
      ●学校の適正配置と学校規模の適正化により、児童生徒の多様な人間関係の構築や集団 
       の中での成長、教職員の指導体制の充実、児童生徒に対する多様な選択肢の提供など 

教育水準の維持向上を図ります。 
●学校の適正規模の確保を通じて学校運営の充実を図り、活力ある教育活動の展開を推 

進します。 
学校施設の充実 

●学校の適正配置の推進と併せて児童生徒の主体的な活動を支援し、安全・安心で潤いが 
  あり、地域との連携や交流ができる学校施設づくりを進めます。 
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などの取り組みを行うこととしています。 

児童生徒にとって良好な教育環境を確保し保障していくために、名寄市立小中学校適正配置

計画（第２期）と連動して、計画的に小中学校の改築･改修等の整備を進める必要があります。 

【名寄市立小中学校の適正規模及び適正配置に関する基本方針より抜粋】   

   

各段階 期間 名寄市街地区 風連地区 郊外農村地区

第1期
平成20年

～
平成29年

小学校について、適正規模の確
保を図るため、基準となる学校規
模により適正配置の検討を行い、
その方向性を決定して再編(注)を
実施する。

小学校及び中学校について、適
正規模の確保を図るため、基準と
なる学校規模により適正配置の
検討を行い、方向性を決定する。

小学校及び中学校について、適
正配置の検討を行い、その方向
性を決定して再編を実施する。

第2期
平成30年

～
平成39年

小学校及び中学校について、適
正配置の検討を行い、その方向
性を決定する。

小学校及び中学校について、適
正配置の方向性により適正規模
の確保を図る。

小学校及び中学校について、適
正配置の方向性により再編を実
施する。

第3期
平成40年

～

小学校及び中学校について、適
正配置の方向性により再編を実
施する。

小学校及び中学校について、適
正配置の方向性により適正規模
の確保を図る。

小学校及び中学校について、適
正配置の方向性により再編を実
施する。

　(注)　ここでいう再編とは、学校の統廃合及び通学区域の変更のことをいう。

小中学校の適正配置推進の各段階

 

 

４ 地域の公共施設としての学校 

学校は、地域社会にとって身近な公共施設として親しまれ、学校施設開放事業をはじめ生涯学

習活動や様々な地域活動などに利用されています。 

 (1) 体育施設の地域利用（体育施設開放事業） 

全ての小中学校が開放校に指定され、屋内運動場やグラウンドなどの学校の体育施設がスポ

ーツ少年団の活動をはじめ、市民のスポーツ・レクリエーション活動に広く利用されています。

（⇒表 2） 

 

 (2) 生涯学習（地域活動）の場としての活用 

名寄東小学校には、平成２年の校舎改築により平成３年度からコミュニティセンターが地域

住民により設置運営され、学校との連携による施設を活用したコミュニティカレッジの開設や

ラベンダーの植栽による環境美化、スノーランタンづくりによる雪や冬に親しむ活動などの地

域活動が取り組まれています。また、風連中央小学校では、平成 30 年度の改築により図書室

に図書館機能を持たせて一般開放することにしています。新しい図書室では、児童と地域住民

が同じ空間で読書活動に取り組むことになります。 

 

 (3) 子どもたちのための学校施設の有効活用 

名寄南小学校では、放課後児童健全育成事業による「南児童クラブ」が学校敷地内に設置さ

れており、放課後には体育館が利用されています。 

また、休日には各学校と PTA などの関係団体が協力し、学校施設を活用した青少年の健全育

成活動が取り組まれています。 
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【表 2】 

H25年度 H26年度 H27年度 H28年度 H25年度 H26年度 H27年度 H28年度

名寄小学校
特別教室
屋内運動場
屋外運動場

223 213 215 240 4,964 4,418 4,871 5,644

名寄南小学校
屋内運動場
屋外運動場

258 233 239 260 5,255 4,070 5,143 10,035

名寄東小学校

普通教室
特別教室
屋内運動場
屋外運動場

245 209 244 226 2,594 2,150 2,373 2,485

名寄西小学校
特別教室
屋内運動場
屋外運動場

312 295 283 279 4,956 4,385 4,138 4,409

中名寄小学校
特別教室
屋内運動場
屋外運動場

- - - - - - - - -

智恵文小学校
屋内運動場
屋外運動場

65 19 - - 1,347 305 - - -

風連中央小学校
屋内運動場
屋外運動場

217 232 233 236 3,738 3,779 3,097 3,241

風連下多寄小学校
屋内運動場
屋外運動場

17 1 4 9 112 10 29 57

名寄中学校
屋内運動場
屋外運動場

260 241 233 221 2,192 2,125 1,746 2,091

名寄東中学校
屋内運動場
屋外運動場

280 279 285 282 5,125 5,279 5,702 6,490

智恵文中学校
屋内運動場
屋外運動場

- - - - - - - - -

風連中学校 屋外運動場 - - - - - - - - -

豊西小学校
屋内運動場
屋外運動場

112 142 128 - 1,320 1,711 1,360 - -

東風連小学校
屋内運動場
屋外運動場

87 94 87 88 742 840 762 1,008

日進小学校
日進中学校

屋内運動場
屋外運動場

158 149 148 181 1,588 1,732 1,442 1,833

1,877 1,722 1,736 1,753 30,283 26,521 27,099 34,452計

学校体育施設開放事業の利用状況　　　　　　　　　（スポーツ・合宿推進課調べ）

学校名 開放施設
利用日数 利用人数 利用人数

増減

 

 

 

 



 

 - 10 -

(4) 名寄市地域防災計画と学校施設 

名寄市地域防災計画では、全ての小中学校が災害時の指定緊急避難場所として指定されて

います。しかし、新耐震基準による施設は 22 施設(校舎・屋内運動場)中 17 施設(10 校)とな

っており、施設の耐震化が終了していない状況にあります。（⇒表 3） 

【表 3】 

※指定緊急避難場所　【一時的に避難する場所】 　　　　　※指定避難所　【避難生活を行える施設】

洪水 土砂災害 地震 大規模火事 内水氾濫

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 4,137

建築年月 平成１０年１０月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 1,097

建築年月 平成９年２月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 7,193

建築年月 平成２８年３月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 1,108

建築年月 平成２８年３月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 3,660

建築年月 平成２年１０月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 888

建築年月 平成２２年１２月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 3,664

建築年月 平成５年１０月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 202

建築年月 平成２８年２月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 1,074

建築年月 平成３年１２月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 793

建築年月 昭和６２年１２月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 537

建築年月 昭和６３年１１月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 1,620

建築年月 昭和５１年１２月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 550

建築年月 昭和５９年１０月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 3,956

建築年月 平成３０年１１月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 870

建築年月 平成３０年１１月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 6,163

新基準

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 1,310

建築年月 昭和５４年９月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 6,111

建築年月 昭和５６年３月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 1,620

建築年月 昭和５７年１２月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 1,387

建築年月 昭和６１年１２月

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 829

建築年月 昭和６２年１２月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 2,893

構　 造 鉄骨造

面積（㎡） 1,352

※閉校する風連下多寄小学校を除く

新
基
準

耐震化済

建築年月
昭和６０年１２月～
昭和６１年１２月

屋
内
運
動

場

1
旧
基
準

耐震診断実施済み
耐震性あり
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○ ○ ○

2○
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屋
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場 1

新
基
準

耐震化済

11
風連中学校

(名寄市風連町新生町１６７番地)

校
舎

1,944 ○

○ ○ ○

2
新
基
準

○ 1
新
基
準

耐震化済

10
智恵文中学校

(名寄市字智恵文１１線北２番地)

校
舎

761 ■ ○

○

3
旧
基
準

未耐震化

9
名寄東中学校

(名寄市西２条北８丁目１番地３)

校
舎

2,511
屋
内
運

動
場

旧
基
準 未耐震化

一部耐震化済
建築年月

昭和５２年１２月～
昭和５７年１２月

屋
内
運

動
場 2

旧
基
準

未耐震化

○ ■

3

耐震化済

屋
内
運

動
場 1

新
基
準

耐震化済

○

8
名寄中学校

(名寄市字豊栄１０１番地１)

校
舎

2,522 ■

○

1
新
基
準

7
風連中央小学校

(名寄市風連町西町２０１番地)
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舎

1,977 ○
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準
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2

耐震化済

屋
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場 1

新
基
準

耐震化済

○ ○

6
智恵文小学校

(名寄市字智恵文１２線南３番地)

校
舎

1,116 ■

○

○

2
新
基
準

5
中名寄小学校

(名寄市字日彰２８５番地)

校
舎

448 ■

耐震化済
校

舎

(
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築

）
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場 1
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準
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名寄西小学校

(名寄市西７条南１丁目１８番地)
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舎

1,579
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準
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場 1
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耐震化の状況

1
名寄小学校

(名寄市西１条南１丁目２番地)

校
舎

1,752 ■ ○ ○ ○

名寄市立小中学校の避難所指定状況   
条件付き指定　▲３階以上の場所　■２階以上の場所

№
避難所施設名称（学校名）

(所在地)
施設区分等(校舎・屋内運動場）

収容人数

（人）

指定緊急避難場所

指定避難所 階数
耐震

基準
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５ 教職員住宅の老朽化 

名寄市の教職員住宅（106 戸、入居不可能を含む）は、平成 18 年度に建築以降は整備されて

いません。建築後 30 年以上経過している教職員住宅が 68 戸あり、そのうち建築後 40 年以上経

過している住宅が 25 戸、さらには建築後 50 年以上経過している住宅が 2 戸となっています。建

築後 30 年以上経過している住宅が、全戸数 106 戸のうち 64 パーセントを占めており、全体的に

老朽化が進んでいます。 

教職員住宅の整備については、市街地区においては民間アパート等の活用も含めて検討してい

く必要がありますが、郊外農村地区では民間アパート等の活用が困難な状況です。このようなこ

とから、郊外農村地区の教職員住宅の整備を効率的かつ計画的に進める必要があります。 

（⇒図 6） 

 

【図 6】 
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６ 閉校学校施設の状況 

名寄市では、児童生徒数の減少による統廃合のため、平成 25 年 3 月に風連日進小中学校、平

成 28 年 3 月に東風連小学校、豊西小学校が閉校しました。いずれの学校施設についても、閉校

後の活用方法が決まっていない状況です。また、風連下多寄小学校は平成 31 年 3 月に閉校する

ことが決定しています。 

風連日進小中学校、東風連小学校及び豊西小学校については、校舎・屋内運動場とも昭和 56

年以前の旧耐震基準により建築され、現在の耐震基準を満たしていないと思われる施設となって

います。また、風連下多寄小学校においても、校舎は耐震基準を満たしていますが、屋内運動場

は旧耐震基準の施設となっています。（⇒表 4） 

 

【表 4】 

（平成23年度～平成30年度）

№
閉校学校名

(所在地)
閉校年月

経過年数
H30.1現在

台帳棟数 調査棟数
S57年以降

の建築棟数

S56年以前

の建築棟数
面積(㎡) 階数

耐震

基準
耐震診断等の実施状況

構　 造 鉄筋コンクリート造 ● 1-1 995 2

面積（㎡） 3,436 44 ● 1-2 2,378 2
建築年月 昭和４８年１１月 1-3 63 2
構　 造 鉄骨造 ● 4 710 1

面積（㎡） 726 42 3 16 1

建築年月 昭和５０年１１月

構　 造 鉄筋コンクリート造 ● 1-1 1,057 2
面　 積 1,057 44

建築年月 昭和４８年１１月
構　 造 鉄骨造 ● 2-1 370 1

面積（㎡） 459 44 2-2 14 1
2-3 15 1
2-4 60 1

● 14-1 450 2
● 14-2 257 2

40 ● 18-1 687 1
● 18-2 257 2

建築年月 昭和５２年１１月 22 53 2
構　 造 鉄骨造 ● 15 415 1
面　 積 707 39 ● 20-1 292 2

建築年月 昭和５３年９月

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 1,710 24

建築年月 平成５年２月

構　 造 鉄骨造 ● 15-1 401 1

面積（㎡） 465 43 15-2 3 1

15-3 3 1

23 58 1

合　　　　　　　計 22 10 1 9 10,264

※閉校する風連下多寄小学校を含む Ｈ22.4.1現在数 75 41 14 27

名寄市立小中学校の閉校学校施設の概要      

施設区分等(校舎・屋内運動場） 棟番号

1
豊西小学校

(名寄市西１５条南４丁目１４番地２)
平成２８年３月

校
舎

3 1 1
旧
基
準

●耐震化優先度調査(H18年度)
屋
内
運

動
場 2 1

1 旧
基
準

2
東風連小学校

(名寄市風連町字東風連３３９６番地)
平成２８年３月

校
舎

1 1

建築年月 昭和４８年１１月

1
旧
基
準

●耐震化優先度調査(H18年度)屋
内
運

動
場

4 1 1
旧
基
準

3

風連日進小学校

風連日進中学校

(名寄市風連町字日進３１４１番地)

平成２５年３月

校
舎

構　 造 鉄筋コンクリート造

面積（㎡） 1,704

屋
内
運

動
場

5 2 2
旧
基
準

●耐震化優先度調査(H18年度)

2 2 2
旧
基
準

4
風連下多寄小学校

(名寄市風連町字瑞生１５５８番地)
平成３１年３月

校
舎

1 1 1 22 1,710 2
新
基
準

屋
内
運
動

場

4 1 1

建築年月 昭和４９年１０月

建築後30年を経過している施設
建築後40年を経過して
いる施設

● 耐震化優先度調査実施施設 ◎ 耐震診断実施済み

旧
基
準

●耐震化優先度調査(H18年度)
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Ⅲ 学校施設整備の基本的な考え方  

 

学校施設の新増築、改築及び既存施設の改修については、学校施設整備指針に基づき学校教育を

進めるために必要な施設機能を確保し、充実した教育活動が展開できるよう基本的な考え方を示し

て学校施設の整備を進めます。 

 

 １ 子どもたちの主体的・対話的で深い学びを実現させる施設整備 

(1) 多様な学習内容や学習形態による活動を可能にし、豊かな生活の場となるような施設づく

りを進めます。 

(2) 子どもたちの「主体的な学び」や「友との協働した学び」を支え、創意工夫を生かした特

色ある教育活動を展開できる施設環境づくりを進めます。 

(3) キャリア教育や国際理解教育、情報教育など、社会の変化に対応する力を育てる教育を進

める施設環境づくりを進めます。 

(4) 特別な配慮を必要とする子どもたちの自立と社会参加を目指し、多様な子どもたち一人一

人の状況に応じ、それぞれが持つ能力を最大限に伸ばす、きめ細かな教育を提供するための

施設環境を整えます。 

 

 ２ 安全でゆとりと潤いのある施設整備 

(1) 子どもたちの生活の場として、ゆとりと潤いのある施設づくりを進めます。  

(2) 子どもたちの心と体の健康を支えるため、快適性を確保し衛生的で安全な施設環境づくり

を進めます。 

(3) 地震災害等に備え、施設の損傷を最小限にとどめ、被災後の教育活動等の早期再開や応急

的な避難場所としての役割を果たすための施設づくりと耐震性の確保に努めます。 

(4) 子どもたちの多様な行動に対し、安全性を確保した施設環境づくりと施設の防犯対策を充

実します。 

(5) 障がいのある子どもや教職員・利用者が安全かつ円滑に施設を利活用できるようバリアフ

リー化を進めます。 

(6) 資源の再利用や環境に配慮した施設づくりを進めます。  

 

３ 地域と連携した施設整備 

(1) 学校施設の改築・改造・改修などの整備に係る計画にあたっては、学校、保護者、地域と

連携した計画づくりを進めます。 

(2) 子どもたちや地域住民が有効に活用できる施設となるよう、利用者に配慮した学校開放の

運営と維持管理が行いやすい施設づくりを進めます。 
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Ⅳ 学校施設整備の方針と進め方  

 

 １ 計画的・効率的な施設の整備 

学校施設の老朽化、耐震化の必要性、危険校舎等の年次的な改築・改修という視点からだけ

ではなく、効果的・効率的な財政運営や後年に過大な負担を残さないという観点から、学校施

設の整備を計画的に進める必要があります。 

 

  (1) 優先順位  

①昭和 56 年以前の旧耐震基準により建築された学校施設  

  学校施設の老朽化の度合から改築等による施設整備を行い、教育環境の改善を図っていき

ます。 

 

   ②昭和 57 年以後の現行耐震基準により建築された学校施設  

  建築経過年数や学校施設評価 (注) の取り組みにより改善方策の検討を行い、必要性、緊

急性などの優先度を判定して教育環境の改善を図る整備を行います。 

 

※(注)学校施設評価：子どもたちにとって大切な教育環境である学校施設を適切に維持・改善していく

ために、学校と設置者が連携協力して学校施設の実態を把握し評価を行って効果的・効率的な整

備の推進に活用していくこと。 

 

  (2) 学校の適正配置との連動  

  名寄市立小中学校適正配置計画(第２期)においては、「名寄市街地区では適正配置の検討

を行いその方向性を決定する」、「風連地区では適正配置の方向性により適正規模の確保を

図る」、「郊外農村地区では適正配置の方向性により再編を実施する」と示されていること

から、両計画にそった教育環境の改善を図る学校施設の整備を行います。 

 

(3) 整備手法の検討  

   耐震化、老朽箇所の改善、少人数学級への対応や教育環境の向上など、施設整備の課題や

目的に応じて新増築・改築・大規模改造・耐震補強などの適切な整備手法を選択するととも

に、効果的・効率的な国庫補助事業等を取り入れて学校施設の整備を図ります。 

 

 ２ 耐震化の推進 

昭和57年以降の新耐震基準により建築され耐震性が確保されている学校施設は、12校24棟(1校

2 棟は旧耐震基準ですが耐震診断により十分な耐震確保されている建物 ) であり耐震化率は77パ

ーセントに止まっていることから、今後も国より示されている学校施設の耐震化率 100 パーセン

トに向けて、施設整備を早期に進めていく必要があります。 
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新築 管理運用 改築
増築 廃棄
改築 他用途転換

竣工
維持保全

学校施設のライフサイクル

保守点検
《日常点検・法定点検》

設備の更新
補修・修繕
小規模改修
大規模改造

長
寿
命
化

教育課程や
制度の変更

老朽化

性能レベル

性能向上

初期性能

性能低下

求められる最低性能

時間経過

【保全の考え方】

維持保全しない場合の耐用年数

保全した場合の耐用年数

修繕･補修
改修

要求の増加
社会的変化

３ 適切な維持保全による施設・設備の長寿命化 

子どもたちが安心して学習でき豊かな学校生活を送るためには、学校の施設・設備を適切に維

持管理、改善していくことが不可欠です。施設・設備の不具合を早期に発見して適切に処置する

ことは、安全管理の面からも重要です。学校の施設・設備の実態を把握し適切に評価を行い、計

画的・効率的に維持管理、改善して良好な教育環境を確保します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  (1) 学校施設の維持管理  

経年劣化や損傷などにより傷んだ施設は、予測できない事故につながる危険性がありま

す。法令により定められた定期点検をはじめ、学校と連携して日常的な施設・設備の点検を

行い、修繕や改修を実施し安全で快適な学校施設の維持管理に努めます。 

 

(2) 学校施設の中・長期的な改良保全  

子どもたちにとって大切な教育環境である学校施設を適切に維持・改善していくために、

学校と協力連携し施設の実態を把握して評価を行う学校施設評価を踏まえ、中・長期の視点

に立って計画的に施設・設備の改良保全に努め長寿命化を図ります。  
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４ 施設整備の手順 

(1) 情報提供の推進と共通理解の促進  

学校の施設整備をする場合、地域住民への十分な情報提供を行うとともに共通理解を得て

進めることが必要であり、そのための取り組みを推進します。 

 

(2) 学校・保護者・地域等の参画と合意形成  

   学校施設を地域に係わる社会資本として捉え、学校の施設整備については、学校教職員・

保護者・地域住民・学校の利用者などの参加と連携を図り、施設の整備に係る計画づくりを

進めます。 

 

(3) 整備期間中の学習・生活環境の確保  

学校施設の改築・改造・改修などの整備期間中においては、適切な方法により学校教育に

必要な環境の確保を図るとともに、工事に伴う児童生徒の心身の健康や安全対策に配慮し、

学習活動や学校生活に支障が生じることのないよう留意します。 

 

５ 施設整備に係る財源対策 

国や地方自治体においては、依然として厳しい財政状況が続いており、歳出抑制の方針の下で

の公共施設の整備や管理が強く求められています。学校施設の整備に係る財源については、義務

教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律に基づく｢学校施設環境改善交付金｣をはじめと

する各種の助成や有利な地方債を活用して学校施設の整備を推進します。 

また、統廃合等によって廃校となった学校の建物やグラウンドの有効活用については、市民の

貴重な財産として市民要望を踏まえ、幅広い観点で庁内各部署と連携し検討する必要がありま

す。活用に向けた改修費用や経年劣化による耐久不足のための解体費用等については、主な財源

は一般財源となることから、活用可能な補助や事業費の圧縮を検討する必要があります。 
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Ⅴ 施設整備の実施  

  

１ 学校適正配置計画(第２期)と連動した学校施設整備の取組 

  (1) 名寄市街地区  

     小学校については、豊西小学校を未使用化し、名寄南小学校を改築することにより全ての

小学校が耐震化されました。しかし、耐震診断により耐震性がないと判断されている名寄中

学校や名寄東中学校については、旧耐震構造に加え老朽化も激しく早急な施設整備が求めら

れています。将来の児童生徒数の推移を踏まえた施設の適正規模や財政状況も考慮しながら

検討を進めていく必要があります。 

 

  (2) 風連地区  

     風連中央小学校については、平成 30 年度中に新校舎の活用が可能となります。また、平

成 31 年度から風連下多寄小学校が統合することにより、既に耐震性のある旧道立風連高等

学校に移転している風連中学校と併せ耐震化が完了します。 

 

  (3) 郊外農村地区  

     中名寄小学校については、今後も特認校として特色ある学校運営を進めていきます。また

智恵文小学校については、校舎が未耐震となっているため、今後の智恵文地区の小中一貫校

の導入を含めて、施設整備の面での検討を進めていく必要があります。 

 

   新耐震基準で建設されたものの建築後 30 年以上経過した学校施設については、劣化状況を見

極めて改修方法や改修時期等を検討していきます。 

 

２ 教職員住宅の整備 

   教職員住宅は、106 戸のうち 30 年以上経過している住宅が半数以上にのぼります。市街地に

ついては、民間アパート等の活用が可能であるため、当面の間、新たな教職員住宅の整備をせ

ず、小規模修繕を行いながら既存住宅を活用していきます。しかし、郊外農村部については、民

間アパート等の活用が困難な状況であるため、住宅の劣化状況等を考慮しながら整備を進めてい

きます。 

 

３ 閉校学校施設の今後の取扱 

   旧耐震基準で建設され、その後閉校となった学校施設については、再活用するには耐震補強等

が必要と考えられることなどから、今後の活用方法が決まっていません。再活用の方策を検討し

ていきますが、長期間放置すると校舎の廃屋化や土地の荒廃により、生活安全や防犯、周辺環境

や景観等に問題が生じることから、解体とその後の跡地利用についても検討を行っていきます。 

また、耐震基準を満たしている学校施設については、再活用も可能と思われることから、地域

とも連携しながら検討していきます。 

 


